
 

 

 資料１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二種区画漁業権の取得（相続）について 

 

 

 

 



 

 

関係法令の抜粋（第二種区画漁業権） 

 

漁業法 

 

（漁業の免許） 

第 69 条 漁業権の内容たる漁業の免許を受けようとする者は、農林水産省令で定めると

ころにより、都道府県知事に申請しなければならない。 

２ 前項の免許を受けた者は、当該漁業権を取得する。 

 

（免許についての適格性） 

第 72 条 個別漁業権の内容たる漁業の免許について適格性を有する者は、次の各号のい

ずれにも該当しない者とする。 

一 漁業又は労働に関する法令を遵守せず、かつ、引き続き遵守することが見込まれない

者であること。 

二 暴力団員等であること。 

三 法人であつて、その役員又は政令で定める使用人のうちに前二号のいずれかに該当

する者があるものであること。 

四 暴力団員等がその事業活動を支配する者であること。 

２～８ 略 

 

（漁業権の移転の制限） 

第 79 条 漁業権は、相続又は法人の合併若しくは分割による場合を除き、移転の目的と

することができない。ただし、個別漁業権については、滞納処分による場合、先取特権者若

しくは抵当権者がその権利を実行する場合又は次条第 2 項の通知を受けた者が譲渡する場

合において、都道府県知事の認可を受けたときは、この限りでない。 

２ 都道府県知事は、第 72 条第 1 項又は第 2 項（同条第四項において準用する場合を含

む。）に規定する適格性を有する者に移転する場合でなければ、前項の認可をしてはならな

い。 

３ 第一項の規定により認可をしようとするときは、都道府県知事は、海区漁業調整委員

会の意見を聴かなければならない。 

 

（相続又は法人の合併若しくは分割によつて取得した個別漁業権） 

第 80 条 相続又は法人の合併若しくは分割によつて個別漁業権を取得した者は、取得の

日から 2 月以内にその旨を都道府県知事に届け出なければならない。 



 

 

２ 都道府県知事は、海区漁業調整委員会の意見を聴き、前項の者が第 72 条第 1 項に規

定する適格性を有する者でないと認めるときは、一定期間内に譲渡しなければその漁業権

を取り消すべき旨をその者に通知しなければならない。 

 

（内水面漁場管理委員会） 

第 171 条 １～３略 

４ この法律の規定による海区漁業調整規則の権限は、内水面における漁業に関しては、内

水面漁場管理委員会が行う。ただし、第 1 項ただし書の規定により内水面漁場管理委員会

を置かない都道府県にあつては、当該都道府県の知事が指定する海区漁業調整委員会が行

う。 

  

 

  



 

 

漁業登録令 

（申請の手続） 

第１８条 登録の申請をする者（以下「申請人」という。）は、申請書に左に掲げる書面

を添附して、登録庁に提出しなければならない。 

一 登録の原因を証する書面 

二 登録の原因について第三者の同意又は承諾を要するときは、 

これを証する書面 

三 代理人により登録の申請をするときは、その権限を証する書面 

四 申請人が登録名義人であるときは、その者の登録済証 

２ 前項第一号の書面が執行力のある判決であるときは、同項第二号及び第四号の書面

を添附することを要しない。 

 

（申請書） 

第１９条 申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 免許番号 

二 入漁登録番号があるときはその番号 

三 申請人の氏名又は名称及び住所 

四 代理人により登録の申請をするときは、その氏名又は名称及び住所 

五 登録の原因及びその発生年月日 

六 登録の目的 

七 申請の年月日 

八 管轄登録庁の表示 

九 その他この政令で別に定める事項 



 

 

  



 

 

 



 

 

 



 

 

 


